
平成２２年度みんなで進める子どもの食育応援事業

「全県で進める子どもの食育推進業務」委託団体 第２回公募要領

１ 目 的

平成１８年１１月に県が策定した「青森県食育推進計画」では、県民が生涯をとおして、健康で活力

に満ちた「くらし」を実現することを目標に、県と県民との協働による食育への取組を進めています。

また、県では、２０３０年(平成４２年)における姿を描いた「青森県基本計画 未来への挑戦」にて、

次代を担う子どもを総合的に支援するため、子どもの食育を推進していくこととしています。

そこで、県では、平成２２年度から、子どもの食育をより一層進めるため、新たに「みんなで進め

る子どもの食育応援事業」を実施します。この事業の一環として、自主性、独創性を発揮しながら、

広域的に食育を進める意欲がある団体に対して、特定の地域にとどまらず、全県的に子どもの食育を

進める業務を委託することとします。

他の団体のモデルとなるような、ユニークな企画をお待ちしています。

２ 委託業務の内容

（１）実施概要

ア 本業務は、国の「消費・安全対策交付金」を財源として実施するものであり、次の３つの部門

について、団体から企画案を公募し、選定します。

選定後は、御提案の団体と県が委託契約を締結の上、委託事業として実施していただきます。

部 門 内 容 選定数

【部門Ａ】 ①食事バランスガイドの活用を通じ、日本型食生活の実践 予算の範囲内に

食事バランスガイド 及び地産地消の推進につながる取組 おいて、選定し

普及部門 ②食事バランスガイドの全県的な普及につながる取組 ます。

【部門Ｂ】 ①地域資源(地域の食文化の構成要素である地域食材､地域 また、部門別の

食文化継承部門 住民、伝統的行事、郷土料理や伝統料理、食事作法等) 選定数を制限し

を活用した取組 ません。

②２世代以上の世代間交流が促進される取組

③食文化を体系的に整理し、伝承すべき内容が明確である

取組

【部門Ｃ】 ①農林漁業体験の受入、指導など、生産の場から農林水産

農林水産業への理解 業への理解促進を図る取組

促進部門 ②農林水産物の流通・加工の場から、農林水産業のみなら

ず、食品流通・製造への理解促進を図る取組



イ 本業務の応募に当たっては、次を必要要件とします。

（ア）子どもの食育※１を推進する内容であること

（イ）食育を推進する上で有効であり、かつ、広域的な波及効果が期待されるものであること

（ウ）その取組が他の団体の取組のモデルとなるものであり、かつ、発展性のある内容であること

（エ）県内の異なる２地域※２以上で実施される内容であること

ただし、以下の取組は、本業務の対象とはなりませんので御注意ください。

○本業務について、他の補助金等の交付を受けている、又は受ける予定の取組

○本業務による成果について、その利用を制限し、公益の利用に供しない取組

○営利目的の活動や、活動対象が応募団体の会員等に限定された取組

※１ 活動の対象は子どもだけでなく、その保護者のほか、将来、親となる若い世代も含めます。

※２ 「地域」とは、６地域県民局単位（東青、中南、三八、西北、上北、下北）をいいます。

（２）委託契約期間

委託契約締結の日から平成２３年３月１０日までとします。

（３）委託金額

事業費は５０万円以内（消費税額及び地方消費税額を含む）とします。

（４）対象経費

ア 対象となる経費は、業務の実施に直接必要な経費のうち、以下のものとします。

費 目 内 容

謝 金 講師、パネラー、託児者等の謝金

旅 費 講師、パネラー、託児者等の交通費、宿泊費

印刷製本費 資料、チラシ、パンフレット等の印刷費

消耗品費 教材購入費（教材を自主製作する場合は、原材料購入費）、調理実習等の

材料費、試食・試飲の材料費、事務用品費、図書購入費

燃料費 レンタカー等借上車両の燃料費

役務費 参加者等の傷害保険料、クリーニング代、振込手数料

通信運搬費 送料

使用料 会場借上料、関係機材等の賃借料、レンタカー等車両借上料、駐車場使用

料、有料道路通行料

賃 金 アルバイト等短期の人件費

その他 知事が必要と認める経費

イ 委託費の支払いは、原則として業務完了検査後とします（精算払い）。

ウ 対象経費の経理については、次の点に留意してください。

（ア）本業務で生じた参加料等の収入は、本業務の運営費に充当してください。

（イ）本業務の実施に係る会計、物品管理、アルバイト等の労務管理を明確にした書類を整備してく

ださい。特に、経理については、領収書等を保管するとともに、他の経理と明確に区分して収入



額及び支出額を会計帳簿に記載し、委託料の使途を明らかにしておかなければなりません。

なお、業務実施に要した費用を証明する経理書類については、会計検査院の検査対象となりま

すので、業務終了後５年間は保管をお願いします。

（ウ）業務の実施を、他の団体に再委託することはできません。

３ 応 募

（１）応募資格

応募ができる団体は、県内に事業所を置き、県内を中心に食育に係る活動を行っている、あるい

はこれから行おうとする民間団体（民間企業、財団法人、社団法人、協同組合、企業組合、特定非

営利活動法人、学校法人、特殊法人、認可法人、独立行政法人等）とし、次のすべての要件を満た

すものとします。

ア 本業務を行う意思及び具体的計画を有し、かつ、的確に実施できる能力を有すること

イ 業務を円滑に遂行するために必要な運営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を

有していること

ウ 定款等の組織運営に関する明文の定めを有していること

エ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体又は暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある

団体でないこと

オ 応募団体又はその代表者等が、次に該当しないこと

（ア）法律行為を行う能力を有しない者

（イ）破産者で復権を得ない者

（ウ）地方自治法施行令第１６７条の４第２項に規定する者

（エ）提出書類の提出期限の日から契約締結の時まで、県から指名停止措置を受けている者

（オ）会社更生法、民事再生法等に基づく更生又は再生手続を行っている者

（カ）直近２年間の法人県民税（任意団体は代表者が納付すべき県税）を滞納している者

（２）応募期間

平成２２年７月１６日(金)～平成２２年８月３１日(火)

土日祝日を除く ８：３０～１７：１５

（３）提出書類

次の書類を提出してください。なお、提出書類については返却しませんので、コピー等を取って

おいてください。

ア 応募申請書（様式１）

イ 団体概要書（様式２）

ウ 実施計画書（様式３）

エ 実施予算書（様式４）

オ 添付書類

（ア）応募団体の組織及び運営等の概要がわかるもの（直近の総会資料、定款、規約、役員名簿等

の写し）



（イ）その他提出書類事業提案書を補完する資料（会報、パンフレット、新聞・雑誌記事の写し等）

（４）提出方法

正本１部を、次の提出先まで持参又は郵送してください。

【提出先】青森県農林水産部食の安全・安心推進課

〒030-8570 青森県青森市長島１－１－１ 青森県庁（南棟５階）

４ 審査・選定方法

（１）団体の選定は、青森県農林水産部食の安全・安心推進課長及び同課職員で構成する審査会で、以

下の選定基準に基づき、書類審査により行います。

なお、必要に応じて、ヒアリングを実施する場合があります。

項目 評価の視点

適格性 ○県の施策に合致しており、食育の推進に意欲的であること

○業務の遂行に必要な人員、ノウハウ等を有し、かつ、資金等について十

分な管理能力を有していること

○食育に関する知見・専門性を有し、団体としての食育の考え方が明確で

あること

計画性・実現性 ○企画内容及び予算計画が、適切かつ実現可能であること

○業務実施における責任体制が明確であり、役割分担等が適切に設定され

ていること

創造性 企画内容が創造性の高い取組であること

普及性・発展性 ○多くの県民の参加が期待されること

○広域的な波及効果が期待されること

○他の団体の取組のモデルとなること

（２）審査の結果は、平成２２年９月上旬に書類で通知します。

５ 委託契約等

（１）選定された団体に対しては､改めて業務内容及び契約条件を協議し、県と委託契約を締結します。

（２）県は、選定された団体の取組内容等について、必要に応じてホームページ等で紹介します。

（３）選定された団体は、他の団体から、食育の進め方に係る指導等の要請があった場合は、可能な限

り、これに応じていただきます。

問 青森県農林水産部 食の安全・安心推進課 [担当] 落合、三上

合 〒030-8570 青森市長島１－１－１

先 TEL: 017-734-9351 FAX: 017-734-8086 E-mail: SANZEN@pref.aomori.lg.jp



（様式１）

番 号

平成 年 月 日

青森県知事 殿

所 在 地

申請者 事業者名

代表者名 印

平成２２年度「全県で進める子どもの食育推進業務」委託団体応募申請書

このことについて、下記のとおり、必要書類を添えて申請します。

また、「全県で進める子ども食育推進業務」委託団体公募要領３（１）に規定の応募資

格を、満たしていることを誓約します。

記

添付書類 １ 団体概要書 （様式２）

２ 実施計画書 （様式３）

３ 実施予算書 （様式４）

４ その他関係書類



（様式２）

団 体 概 要 書

団 体 の 名 称

代表者職氏名

団体の所在地 〒

設 立 年 月 日

構 成 員 数

業 種 及び ○業 種：

事業内容 ○事業内容：

職氏名

担

当 電 話 ＦＡＸ

者

E-mail

食育に関する

主な活動内容



（様式３）

実施計画書

１ 実施部門 （該当する□に「✓」を記入してください）

□ 【部門Ａ】 食事バランスガイド普及部門

□ 【部門Ｂ】 食文化伝承部門

□ 【部門Ｃ】 農林水産業への理解促進部門

２ 事業タイトル

３ 実施地域・市町村

４ 事業概要 （事業申請の背景、目的、概要等を具体的に記入してください）

５ 事業内容 （実施方法、実施内容等を具体的に記入してください）

６ 実施体制図 （関係機関・団体との連携状況がわかるように図示してください）

７ 実施スケジュール

８ 期待される効果 （箇条書きで具体的に記入してください）

注 欄が不足する場合は、別紙にとりまとめてください。また、参考資料がある場合は添付してください。



（様式４）

実施予算書

費 目 見積額 (円) 経費積算基礎

謝 金

旅 費

印刷製本費

消 耗 品 費

備 品 費

燃 料 費

役 務 費

通信運搬費

使 用 料

賃 金

そ の 他

合 計

注１ 欄が不足する場合は、複数枚にとりまとめてもかまいません。

２ 参考資料がある場合は添付してください。

３ 「経費積算基礎」欄は、できるだけ詳細に記載してください。根拠のない積算がある場合は、対象

経費として認められない場合があります。

[記載例] ○講師旅費： 東京－青森（東京フリーきっぷ） 29,100円＋宿泊費9,800円＝38,900円

○資料印刷費（青森県の食文化、Ａ4版、P8）： ＠80円×1,000部×1.05＝80,000円


